
- 1 - 

山形県行財政改革推進プランに係る平成 25 年度の取組みについて 

第１ 県民参加による県づくりの推進 ～多様な主体との連携・協働～ 

１ 県民、ＮＰＯ等との連携・協働 

（１）県民、ＮＰＯ等との連携・協働の推進

① 多様な主体との連携・協働の推進    

幅広い分野における、県民、ＮＰＯ等の地域の多様な主体と県との連携・協働を

推進する。 

【平成 25 年度の取組(計画)】 

◆ やまがた社会貢献基金助成事業による、子育て支援やまちづくり等の地域

課題の解決に取り組むＮＰＯに対する活動支援 

◆ 「県民みんなで支える森・みどり環境公募事業」によるＮＰＯや地域のボ

ランティア団体等が行う森づくり活動等への支援（111 団体） 

◆ 地域における啓発活動等を推進するため、消費生活に関する県民ボラン 

ティアとして消費生活サポーターを委嘱 

◆ 地域密着型のＮＰＯ法人を育成し、消費者教育・啓発のネットワークづく

りを推進するため、休日・夜間及び小規模な団体への消費生活出前講座を  

ＮＰＯ法人に委託して実施 

◆ 「山形みんなで子育て応援団」による地域ぐるみの子育て支援体制づくり

を推進 

◆ 「やまがた婚活応援団＋（ﾌﾟﾗｽ）」による全県的な応援活動を推進 

◆ 青色回転装備車の活動状況の紹介や申請要領等の指導による自主防犯パト

ロールの活性化  

◆ 研修会等の開催による子ども見守り隊リーダーの育成

② 連携・協働を進める仕組みづくり    

ＮＰＯ等との協働事業を行うにあたっては、ＮＰＯ等との意見交換を通じ、地域

の身近な課題を把握する。また、「ＮＰＯとの協働ガイドブック（平成 20 年 3 月）」

に基づき、ＮＰＯ等と連携・協働する事業を企画立案する場合においては、十分な

協議の期間を確保して進める。 

【平成 25 年度の取組(計画)】 

◆ やまがた社会貢献基金助成事業の募集説明会の開催 

◆ ＮＰＯとの協議・意見交換の場の設定 

《目標指標》

○県と NPO 等との協働事業数  137 事業（平成 24 年度）→150 事業（平成 28 年度） 

○やまがた社会貢献基金助成額（累計） 127 百万円（平成 23 年度）→352 百万円（平成 28 年度） 
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（２）県民の社会貢献活動への参加促進とＮＰＯ等の活動基盤の充実・強化  

① 県民の社会貢献活動への参加促進     

やまがた社会貢献基金への寄附の促進を図るとともに、社会貢献活動に関する情

報の発信や社会貢献活動に対する顕彰等を行う。 

【平成 25 年度の取組(計画)】 

◆「やまがた発！ボランティア＆ＮＰＯ情報ページ」及び「やまがた社会貢献

基金ホームページ」の運営、「やまがた社会貢献基金ニュース」の発行 

◆ 優れた社会貢献活動の顕彰及び活動発表の場の設定 

② ＮＰＯ等の活動基盤の充実・強化    

ＮＰＯ等の資金面、運営面での基盤強化や認定ＮＰＯ法人制度の周知等を図る。 

【平成 25 年度の取組(計画)】 

◆ やまがた社会貢献基金助成事業による、子育て支援やまちづくり等の地域

課題に取り組むＮＰＯに対する活動支援 

◆ ＮＰＯと企業との連携促進や資金調達のスキルを高めるためのコーディ 

ネーターの中間支援組織への配置 

◆ パンフレット等による認定ＮＰＯ法人制度の周知 

◆「地域活動支援ネットワーク」等の地域課題の解決に向けた地域の取組みへ

の支援による中間支援機能の強化

  《目標指標》                   

○県民のボランティア活動参加率 16.7%（平成 23 年度） → 30%（平成 28 年度） 

○やまがた社会貢献基金への寄附件数（累計） 171 件（平成 23 年度） → 338 件（平成 28 年度） 

○県内の NPO 法人の寄附収入 167 百万円（平成 23 年度） → 180 百万円（平成 28 年度） 

○認定 NPO 法人の数 １法人（平成 23 年度） → 10 法人（平成 28 年度） 

２ 企業等との連携・協働 

（１）企業等との連携・協働の推進 

① 課題解決のための連携・協働の推進    

企業や大学等との協定締結等、様々な形態による連携・協働により、地域の課題

解決を行う仕組みづくりを推進する。 

【平成 25 年度の取組(計画)】 

◆ コンビニエンスストア等との包括的連携協定締結（地産地消、観光振興、

福祉・環境対策、災害対策等）による相互連携の推進 

◆ 「事業所のアクション（エコスタイルチャレンジ）」の参加登録等による企

業と連携した省エネルギー・地球温暖化防止活動の推進 

◆ 企業、森林所有者、県の三者の「やまがた絆の森協定」の締結による森づ

くり活動及び地域住民等との協働による地域振興の促進（協定締結 27 企業・

団体、25 年度協定締結予定２社） 

◆ 「やまがた絆の森」をフィールドとした大学との連携（大学コンソーシア

ムやまがた「社会人力育成山形講座」） 
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◆ 企業と連携した「やまがた子育て応援パスポート事業」の実施による社会

全体で子育てを支援する機運の醸成 

◆ 企業等の献血サポート団体としての認定を進めるとともに活動状況の顕彰

を行い県ホームページに掲載し、献血活動を推進 

・献血サポート団体 233 団体（平成 25 年 3 月末現在） 

◆ 県全体及び地域の医師不足や専門医の不足等に対応するため、「山形方式・

医師生涯サポートプログラム」を中心に、山形大学医学部と連携し、医師の

確保･県内定着を推進 

◆ 多様な民間事業者との協定による高齢者や障がい者などの要援護者や子ど

もの安全の見守り、適切な支援の推進 

◆ 山形大学農学部との連携による研究開発等を推進 

◆ 慶應義塾大学先端生命科学研究所との連携による研究開発等を推進 

② 基金の活用等による資金面からの公益活動の支援    

やまがた社会貢献基金を通じた、企業等とＮＰＯ等との連携・協働を推進すると

ともに、企業等からＮＰＯ等への寄附の促進を図る。 

【平成 25 年度の取組(計画)】 

◆ 企業や各種団体への訪問による制度説明など積極的な周知・広報 

◆ やまがた社会貢献基金助成団体の成果報告会の開催、寄附者と助成団体の

交流会の実施 

③ 地域の多様な主体による河川等の維持管理の支援     

ふるさとの川アダプトやマイロードサポートなど、地域住民が行う身近な環境

の整備を支援する企業等の活動を推進する。 

【平成 25 年度の取組(計画)】 

◆ 河川・海岸・道路に係る環境保全・清掃美化活動等、企業・ボランティア

団体・ＮＰＯ等が行う活動を引き続き推進 

     ・ふるさとの川アダプト事業 

     ・マイロードサポート事業 

     ・マイタウンクリーン推進事業  

◆ 参加団体のネットワーク形成を図るための交流会の開催 

◆ 参加団体の活動状況の紹介等県民への広報啓発 

◆ 模範活動団体の表彰 

  《目標指標》 

○事業所のアクション（エコスタイルチャレンジ事業）参加事業所数 

1,565 事業所（平成 23 年度） → 2,200 事業所（平成 28 年度） 

○献血サポート団体数 227 団体（平成 23 年度）  →  290 団体（平成 28 年度） 

○やまがた社会貢献基金への寄附金額（累計）  

215 百万円（平成 23 年度） → 315 百万円（平成 28 年度） 

○県外からの社会貢献基金への寄附金額 1,078 千円（平成 23 年度） → 2,000 千円（平成 28 年度） 

○ふるさとの川アダプト事業認定団体数 467 団体（平成 24 年度） →  480 団体（平成 28 年度） 

○マイロードサポート登録団体数 426 団体（平成 24 年度） → 500 団体（平成 28 年度） 
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（２）民間の能力・ノウハウを活かした県民サービスの提供 

   民間の能力やノウハウを活かし、より質の高い行政サービスを提供するため、地

域の活性化や雇用の確保等に十分配慮しながら、民間への委託等を引き続き推進し

ていく。 

【平成 25 年度の取組(計画)】

    ◆ 地域の活性化や雇用の確保に配慮しながら、平成 26 年度指定管理者更新施

設（5 施設）に係る円滑な更新手続きを実施 

    ◆ 指定管理者制度導入施設の管理運営状況の分析、検証の徹底 

  《目標指標》 

○指定管理者制度導入施設のサービス提供、管理運営状況の検証におけるＡ評価の割合   

40％（平成 23 年度） → 50％（平成 28 年度） 

３ 市町村との連携・協働 

（１）市町村との連携・協働の推進    

国における法制度の整備動向を踏まえながら、県と市町村との適切な役割分担のも

と、地域の実情に応じた効果的な連携・協働を進める。  

【平成 25 年度の取組(計画)】 

◆ 総合支庁と管内市町村との定期的な会議を通した情報共有や事業連携の 

推進 

◆ 県と市町村の連携事例の情報収集・調査検討及び連携・協働を推進するた

めの指針の策定

（２）市町村の自主的な行政運営への支援      

① 事務処理の共同化など広域連携の推進   

各市町村が、個別の課題を解決していくにあたり、市町村間の連携（事務の共同

処理、事務の委託、広域連合、定住自立圏等）などに、最適な手法で自主的に取り

組んでいけるよう支援を行う。 

【平成 25 年度の取組(計画)】 

◆ 広域連携等の先進取組事例の市町村への情報提供 

◆ 事務処理の共同化にもつながる、自治体クラウドの導入に関する勉強会の

開催（市町村の情報施策担当職員を対象） 

② 事務・権限移譲の推進     

住民に、より身近な基礎自治体である市町村が、その役割を十分果たしていける

よう、法令による市町村への一律の事務・権限の移譲に加え、引き続き、市町村の

意向を踏まえながら、県から市町村への事務・権限移譲を推進する。 

【平成 25 年度の取組(計画)】 

◆ 権限移譲に係る国の新たな動きの注視と市町村の意向を踏まえた山形県事

務・権限移譲推進プログラムに基づく権限移譲の実施 
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③ 市町村の創意工夫による施策展開への支援   

   市町村総合交付金制度について、市町村の創意工夫による施策展開に資するため、

弾力的な運用ができるよう、対象事業の追加・見直しや制度設計の見直しを行う。 

【平成 25 年度の取組(計画)】 

◆ 市町村に対するアンケートや聞き取りを通した現行制度の検証 

４ 減災の視点からの災害時の連携・協働       

① 県間の相互応援体制など広域連携の推進 

  大規模災害に備えた相互応援体制の強化など、他の都道府県との広域連携を推

進する。 

【平成 25 年度の取組(計画)】 

◆ 相互応援を迅速かつ円滑に実施するための、隣接県との情報交換や検討会

等を実施 

◆ 緊急消防援助隊連絡調整会議を円滑に運営することによる「山形県緊急消

防援助隊受援計画」と「緊急消防援助隊山形県隊応援計画」の改定作業の実

施及び改定計画の策定 

◆ コーディネート活動実践者のスキルアップ及び実践者同士のネットワーク

構築のための県外研修派遣 

◆ 東北各県広域緊急援助隊が合同で実施する総合訓練への参加

◆ 福島県、新潟県、秋田県とのドクターヘリ広域連携（相互応援）の実施 

② 地域の災害ボランティアネットワークの構築支援 

大規模災害時に、山形県災害ボランティア支援本部と、市町村災害ボランティ

アセンターとが適切に連携・協働していくため、地域において、様々な主体の連

携のもと、市町村災害ボランティアセンターが速やかに立ち上がり、円滑な運営

ができるよう体制づくりを行う。 

【平成 25 年度の取組(計画)】 

◆ 山形県災害ボランティア支援ネットワーク連絡会の継続開催 

◆ 山形県災害ボランティア支援本部設置訓練の実施 

◆ 市町村災害ボランティアセンターの設営体制整備に向けた県内４地域での

検討会の開催、人材育成研修事業への支援 

③ 災害時における企業等との連携・協力の推進  

大規模災害時における、民間事業者からの物資調達や役務の提供等を円滑に実

施するため、民間事業者との災害時の連携等に関する協定の実効性確保に努める。 

【平成 25 年度の取組(計画)】 

◆ 災害発生時応援協定を締結している民間事業者等との緊急時連絡先の確認

及び実施体制の再確認 

◆ 山形県解体工事業協会及び山形県建設業協会との災害時の支援に関する協

定に基づく合同訓練の実施 
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◆ 災害時における医薬品等の供給に関する協定を締結している団体、県、市

町村等による災害時医薬品等供給訓練の実施 

④ 地域の防災、減災活動に関する市町村との連携・協働の推進 

    災害時には、住民による減災、防災活動が重要であることから、その推進のた

め、市町村との連携・協働を図る。 

【平成 25 年度の取組(計画)】 

◆ 災害に強い地域づくり市町村総合支援事業補助金による支援 

◆ 自主防災組織が行う避難誘導訓練等への地域防災アドバイザー派遣による

実践力の強化 

◆ 自主防災リーダー研修会の開催等による地域防災リーダーの養成 

◆ 総合支庁職員の市町村防災訓練参加による情報共有等連携体制の強化及び

市町村からの訓練等への消防防災ヘリや地震体験車の派遣要請への協力 

◆ 災害対策基本法の改正（要援護者の名簿作成）や国の「災害時要援護者の  

避難支援ガイドライン」の見直しを受けた県災害時要援護者支援指針の見直

し検討 

◆ 市町村と連携し、警察官が各地区の町内会や自主防災会に出向き、防災の

基礎知識等について広報する「防災出前講座」を実施 

◆ 市町村等の総合防災訓練への地元警察署の参加 

  《目標指標》 

○企業等との協定を踏まえた災害対応準備率（具体的な手順の設定等） 

  39%（平成 24 年度） → 100%（平成 28 年度） 

○市町村災害ボランティアセンター運営協力者等登録数  

76 人（平成 24 年度） → 105 人（平成 28 年度）

○市町村地域防災計画に災害時のボランティアセンターについて記載している市町村数 

29 市町村（平成 24 年度）  →  全 35 市町村（平成 28 年度） 

第２ 県民視点に立った県政運営の推進 ～県政運営の信頼性・質の向上～ 

１ 県民との対話型県政の推進 

（１）積極的・効果的な県政情報の発信 

① 効果的な広報の実施    

各種広報媒体を積極的に活用し、県民と政策課題を共有するための広報など、さ

らなる広報の充実を図る。 

【平成 25 年度の取組(計画)】 

◆ 県の重要施策の中から、特に県民に伝えるべきテーマについて、県民のあ

ゆみ（年 6 回発行）と県政広報テレビ特別番組（30 分）とのタイアップによ

る施策広報を実施 

◆ 若者向けに、県から伝えたい情報を掲載したフリーペーパーを毎月発行 

◆ 施策広報推進、部局間の連携、積極的なパブリシティの推進のため広報戦

略調整会議、報道監会議を開催 
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② インターネット広報の質の向上    

ホームページ掲載情報の鮮度維持や内容のより一層の充実に取り組むとともに、

新たな情報発信手段に対応した広報を進めるなど、インターネット広報の質の向上

を図る。 

【平成 25 年度の取組(計画)】 

◆ 不要コンテンツと思われるリストを各課に提示することで判断を容易にし、

不要なファイルや画像の削除を推進 

◆ 県内の地域資源や魅力を紹介する映像を制作し、インターネットで動画を

配信。また各部局において制作した動画も紹介 

◆ 県民に対する即時の情報提供及び情報拡散力を活用した効果的な広報の実

現を目的に、ソーシャルネットワーキングサービスを引き続き活用。県内外

で開催されるイベントや参加募集、注意喚起情報等について積極的に投稿

③ 民間との連携による県政情報の発信手段の多様化  

企業等との包括連携協定に基づく県政情報の発信、フリーペーパーや団体等 

機関誌への県政情報の掲載依頼など、県民や民間との連携による広報活動を推進

する。 

【平成 25 年度の取組(計画)】 

◆ コンビニエンスストア等における県政情報に関するポスターの掲出やチラ

シ、フリーペーパーの設置など積極的な情報の発信 

◆ 必要な人に必要な県の施策の情報が届くように、各部から関係団体に対す

る積極的な情報提供と機関誌等への掲載を依頼 

◆ 東北芸術工科大学と連携したインターネット放送局配信用動画の制作 

④ 県外広報活動の強化 

県外事務所等において、ソーシャルネットワーキングサービスを積極的に活用す

るなど、県外広報活動を強化する。 

【平成 25 年度の取組(計画)】 

◆ 首都圏で行われる各種イベント開催（山形フェアなど）の予告やその様子

について、ソーシャルネットワーキングサービスを活用し、写真や動画とと

もに投稿 

◆ 情報発信力のある県外在住有識者との意見交換 

◆ 北海道、東北各県及びふるさと知事ネットワーク参加県などが発行する 

メールマガジンの相互掲載を進め、併せて新規登録プレゼントキャンペーン

を実施 

◆ 首都圏・関西等の各地域においての物産展開催によるＰＲ 
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⑤ 職員の広報意識の向上  

    様々な機会に県政情報に触れ、県政への関心を高めてもらえるよう、職員一人

ひとりが「広報パーソン」であるという意識の向上を図る。 

【平成 25 年度の取組(計画)】 

◆ 効果的な行政広報などについての専門家や実践者による研修会の開催 

◆ ウェブアクセシビリティに配慮したホームページの作成方法及び審査ポイ

ント等に関する研修会の開催 

  《目標指標》

○ホームページのアクセス数 563 万件/月（平成 22 年度平均） → 600 万件/月（平成 28 年度平均） 

○メールマガジン登録者数 8,421 件（平成 23 年度末） → 12,000 件（平成 28 年度末） 

（２）県民との対話の推進と県民の声の的確な把握  

① 県民との対話の推進     

知事等と幅広い県民各層（地域住民、若者、女性、高齢者、各種団体・グルー

プ）との直接対話を推進する。 

【平成 25 年度の取組(計画)】 

◆ 「知事と語ろう市町村ミーティング」（年間 10 市町村）、「知事のほのぼの

訪問」（年間 21 団体）などの開催を通じて、地域住民、若者、女性、高齢者、

各種団体等、幅広い県民各層との直接対話を推進し、効果的に県民の声を把

握 

◆ 長寿の方などの経験に裏付けられた意見等を県政運営に反映させるための

「知恵袋委員会」の開催 

② 県民の声の把握と組織全体での共有  

各種の媒体を活用し県民の生の声を把握、整理し、その対応状況を県民に見える

形で県のホームページで公表するとともに、情報を組織全体で共有する。 

【平成 25 年度の取組(計画)】 

◆ 相談窓口、電話、手紙、ファクシミリ、インターネット、県政直行便、県

政ご意見箱等により幅広く県民の声を把握 

◆ 県民からの意見等を県のホームページにおいて公表するとともに、イント

ラを活用して職員に周知し情報を共有 

◆ 県政アンケートの実施と県の施策展開への的確な反映

③ パブリック・コメントの推進  

パブリック・コメント手続に関する指針に基づき、県民にとってわかりやすく参

加しやすいパブリック・コメントを推進するため、周知のための広報の充実、県民

の利便性の向上などの改善を進める。 

【平成 25 年度の取組(計画)】 

◆ 意見公募（パブリック・コメント）の継続実施 
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④ パブリック・インボルブメントの推進      

公共事業の計画策定に当たって、県民が計画段階から参画するパブリック・イン

ボルブメントを引き続き実施する。 

【平成 25 年度の取組(計画)】 

◆ ワークショップ等によるパブリック・インボルブメントの継続実施 

 ・ 農業農村整備事業の環境配慮計画等の作成等に関するワークショップ開 

催の継続 

・『都市計画街路四日町日月山線』の歩道整備等 

⑤ 審議会等委員の幅広い選任  

審議会等の設置・運営に関する指針に基づき、重複及び長期就任の見直しや  

若者、女性、公募委員の積極的起用など、審議会等委員の幅広い選任に努める。 

【平成 25 年度の取組(計画)】 

◆ 「審議会等の設置及び運営に関する指針」に基づき、重複及び長期就任の

見直しや女性委員等の積極的起用を推進 

◆ 「山形県男女共同参画計画」（H23.3 策定）に基づく目標（平成 27 年度末ま

で女性委員の登用率 50％）達成に向けた女性登用の推進 

◆ 「審議会等への若者委員登用の推進について」(H23.12 決定)に基づく目標

（平成 28 年度末まで全審議会において 1 名以上の若者委員登用）達成に向け

た若者登用の推進 

  《目標指標》 

○知事と語ろう市町村ミーティング  

平成 21～24 年度 全市町村で実施 → 平成 25～28 年度 全市町村で実施 

○知事のほのぼの訪問 年間 20 件以上 

○若者委員の登用   

若者委員を１名以上登用している審議会等の割合 39%（平成 24 年度） → 100%（平成 28 年度） 

  ○女性委員の登用   

   女性委員の審議会等登用率 39%（平成 24 年度） → 50%（平成 27 年度） 

  ○公募委員の登用 

    委員の公募を行う審議会等の数 12（平成 24 年度） → 18（平成 28 年度）

２ 県政運営の透明性・信頼性の確保 

（１）情報公開等の推進  

① 情報公開の推進     

山形県情報公開条例に基づき、県が保有する公文書を請求に応じ適切に開示する

とともに、行政情報センター及び総合支庁の総合案内窓口等における行政資料等の

情報提供を適切に行う。 

【平成 25 年度の取組(計画)】 

◆ 行政情報センターや総合支庁等の情報公開窓口における行政情報の迅速か

つ的確な提供の推進 

◆ 保存文書データベースの拡充、更新及び公開 
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  ② 公共事業評価システムの充実    

公共事業の計画段階から事業実施後までの各段階において、県民への説明責任を

確保しつつ、事業を効果的・効率的に執行するため、公共事業評価システムの充実

を図る。 

【平成 25 年度の取組(計画)】 

◆ 事前評価について、総事業費 10 億円以上の事業（平成 26 年度新規要望事

業）については山形県公共事業評価監視委員会から意見を聴取し、評価結果

を公表 

◆ 事業中評価について、引き続き山形県公共事業評価監視委員会から意見を

聴取し、評価結果を公表 

◆ 試行中の事後評価について、評価手法等の問題点及び改善点の検証 

③ 分かりやすい決算情報の提供     

  民間会計に準拠し複式簿記・発生主義会計を活用した財務諸表を公表するなど、

県民に分かりやすい決算情報の提供に努める。 

【平成 25 年度の取組(計画)】 

◆ 県民に分かりやすい財務諸表の公表 

④ 災害時等における効果的な情報発信    

 地震、津波、気象等の防災情報や防犯・安全等の情報を効果的に提供する。 

【平成 25 年度の取組(計画)】 

◆ 国の防災情報通信設備整備事業交付金を活用し、Ｊアラートと緊急速報 

メールなど災害情報発信手段との連動を促進 

◆ 防災ホームページ「こちら防災やまがた！」を見やすいものに刷新すると

ともに、災害情報や防災知識の啓発に資する情報を発信 

◆ 雪下ろし・落雪注意喚起情報を報道機関やホームページを通じて適時適切

に発信 

◆ 山形県雪情報システムによる、県民に対する降雪量予測等きめ細かな雪情

報の提供 

◆ 交番・駐在所単位でのミニ広報紙や、メールマガジンである「メールＤＥ

御用！」等を利用した積極的な広報を実施 

  《目標指標》 

○防災行政無線など情報一斉伝達システム導入市町村数 

15 市町村（平成 24 年度） → 28 市町村（平成 28 年度） 
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（２）県政推進に向けたＰＤＣＡサイクルの実施   

 総合発展計画を推進するため、各部局長等による主体的な部局運営を中心としな

がら、全庁横断的な取組みを効果的・効率的に推進するため、ＰＤＣＡサイクル

（ Plan(計画策定) → Do(実施) → Check(検証) →Action(見直し) のサイクル）

を実施し、施策レベルについては山形県総合政策審議会で、事務事業レベルについ

ては山形県行政支出点検・行政改革推進委員会でそれぞれ評価・検証を受け、その

結果を適切に予算編成に反映させる。 

【平成 25 年度の取組(計画)】 

◆ 「部局運営プログラム」と部局を横断する総合的な視点で整理した「短期

アクションプランの取組状況と推進方向」（仮称）の策定・公表及びその評

価・検証の実施 

    ◆ 主要な施策の取組状況について、山形県行政支出点検・行政改革推進委員

会において評価・検証を実施し予算編成に反映 

（３）法令遵守等の徹底 

① 県民の信頼確保に向けた公務員倫理の徹底    

職務の公正な執行と公務に対する県民の信頼を確保するため、地方公務員法その

他の法令等の趣旨を踏まえるとともに、職員研修等において公務員倫理の向上を図

り、職員の法令遵守を徹底する。 

【平成 25 年度の取組(計画)】 

◆ 階層別の職員研修において公務員倫理の講座を設けるなど、引き続き職員

の法令順守意識や、倫理の保持を徹底 

② 確実で適正な事務執行の確保      

不適正な事務処理や事務ミスの防止に向けた改善策等を、日常の業務にしっか

りと定着させるための取組みを組織的に推進し、確実で適正な事務執行を確保す

る。 

【平成 25 年度の取組(計画)】 

◆ 確実で適正な事務執行を図るため、関係法令及び通知等の遵守を徹底

③ 個人情報保護制度の適正な運用    

山形県個人情報保護条例に基づき、個人情報の適正な取扱を確保する。 

【平成 25 年度の取組(計画)】 

◆ 新規採用職員を対象とした研修、県内 4 ブロックでの担当職員研修会の開

催により、情報公開制度及び個人情報保護制度の適正な運用を徹底 

◆ 要請に応じて、県民を対象とした制度説明会を開催
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④ 適正な文書管理     

「公文書管理支援システム」を活用し、県が管理する文書を網羅的にリスト化

し把握することで、保管状況を点検し、適正な文書管理を行う。 

【平成 25 年度の取組(計画)】 

◆ 公文書管理支援システムを活用し、県が管理する文書のデータベース化を

推進 

⑤ 暴力団排除の徹底      

県の事務事業において暴力団の排除を徹底するため、「山形県の事務及び事業に

おける暴力団排除に関する要綱」に基づき、適切に排除措置を講ずる。 

【平成 25 年度の取組(計画)】 

◆ 新たな暴力団排除措置対象事務等の事務要綱等への暴力団排除の規定整備 

◆ 暴力団排除措置済み事務等における警察本部への照会及び相談等の実施 

（４）公共調達制度の改善    

① 建設工事等に係る入札契約制度の改善    

建設工事等に係る入札契約制度については、山形県公共調達基本条例に規定す

る基本理念に則り、公正な競争のもとで、健全な建設業者等の育成にも配慮しつ

つ、価格のみの競争から、品質と価格の適正を考慮した入札制度への転換を引き

続き進める。 

【平成 25 年度の取組(計画)】 

◆ 山形県公共工事コスト縮減・品質向上プログラムに基づくコストと品質の

両面を重視した取組を継続して推進 

・山形県公共工事コスト縮減・品質向上プログラムの周知（H25.5） 

・H24 取組結果の集約（H25.10） 

・建設事業における業務発表会の開催（H25.2） 

◆ 学識経験者で構成する山形県公共調達評議委員会における制度の改善に関

する調査審議を踏まえながら、過度な低入札への対策等、社会情勢の変化等に

応じて、適時適切に改善 

・山形県公共調達評議委員会の開催（H25.7、H26.2） 

・入札、契約制度改善の実施（随時） 

② 物品購入等に係る入札契約制度の改善  

物品購入や建設工事関連以外の業務委託について、品質と競争性等の確保に留

意しながら地元企業の受注機会の拡大のための取組みを進める。 

【平成 25 年度の取組み】 

◆ 各所属・職員一人ひとりの地元調達の意識を高める運動の継続 

◆ 業務委託の品質確保のために積算方法の職員向け研修会を実施 

  《目標指標》 

○小額物品等（５万円未満の物品、50 万円以下の印刷物、100 万円以下の業務委託）の地元調達率（件数） 

95%以上を維持 
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３ 地方分権改革の動きを踏まえた施策の推進 

① 条例制定権の拡大に伴う適切な対応     

法令による義務付け・枠付けの見直しによる条例制定権の拡大を受け、本県の実

情に合致した条例の制定など、法令等による新たな動きを踏まえた適切な取組みを

推進する。 

【平成 25 年度の取組(計画)】 

    ◆ 本県の実情を踏まえた適切な基準条例等の制定の推進 

② 国の出先機関改革を見据えた施策の推進   

ハローワークの地方移管など、国が示す出先機関の原則廃止を見据えた取組みを

進める。 

【平成 25 年度の取組(計画)】 

◆ 住民生活に密着した行政サービスの向上を図る観点から、ハローワークの

地方移管など、国の動向の把握 

第３ 自主性・自立性の高い県政運営を支える基盤づくり 

～簡素で効率的な県庁づくり～

１ 県民のための県庁づくり 

（１）責任感を持って、自分で考え行動する意欲あふれる人づくり  

① 職員の意識や組織風土の改革   

職員一人ひとりの意識改革と、風通しのよい組織風土をつくるための取組みを行

う。 

【平成 25 年度の取組(計画)】 

◆ 職員同士の対話を基調として、組織目標を共有しながら、職員が活き活き

と働ける風通しの良い職場づくりを推進 

② 多様な人材育成方策の実施    

県民ニーズに的確に対応できる職員を育成するため、多様な人材育成方策を実施 

する。 

【平成 25 年度の取組(計画)】 

◆ 現場体験型の研修や市町村、民間企業等の職員との共同研修を通じて、「県

民視点」、「現場主義」、「対話重視」の意識や政策形成能力の向上を図るため

の研修を拡充 

◆ 各職場においてＯＪＴを主体的に企画・実施するための研修を実施するとと

もに、各職場における自主的研修への支援を拡充 

◆ 山形県職員育成基本方針の改定に向けた課題整理等を実施 
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（２）職員の能力を最大限に引き出す人材活用     

① 職員の士気を高める人材活用と働きやすい職場づくり   

    職員の士気を高め、組織を活性化していくため、人事評価制度の定着など職員

の能力・実績を活かした人材活用を行うとともに、子育て・家庭生活と仕事の両

立支援を進めるなど、働きやすい職場づくりに取り組む。 

【平成 25 年度の取組(計画)】 

◆ 職員の公務に対する意欲や能力を高め、組織内のコミュニケーションを活

性化するため、引き続き人事評価制度の改善を図りながら、取組みを推進 

◆ 国における「職場のパワーハラスメントの予防、解決に向けた提言」を踏

まえた、「パワーハラスメント防止指針」（仮称）を策定 

◆ 山形県特定事業主行動計画（後期計画）に基づく、子育て・家庭生活と仕

事の両立についての意識啓発や、育児休業等を取得しやすい職場環境づくり

に向けた取組みを推進 

◆ こころの健康づくりに関する出前研修や管理監督者研修において、平成 

２５年３月に改定された「職員のこころの健康づくりの指針」に新たに盛り

込まれた管理監督者等の役割や「試し出勤制度」について周知を図るなど、

メンタルヘルス対策を実施 

② 女性職員等の積極的登用     

    女性職員の能力が十分に発揮されるよう、また将来の幹部職員登用も展望して、

活躍の場の拡大を図るなど積極的な登用を行う。 

【平成 25 年度の取組(計画)】 

◆ 適材適所の人事配置を基本に、女性職員の活躍の場のさらなる拡大に向け

た積極的な登用を検討 

  《目標指標》 

○男性の妻出産時の子育て休暇の取得 26.1％（平成 23 年度）→全員取得（平成 26 年度） 

  ○男性の育児休業取得率 3.6％（平成 23 年度）→５％以上（平成 26 年度） 

  ○育児休業からの復帰後における育児支援制度の利用率 27.9％（平成 23 年度）→40％（平成 26 年度） 

 （３）簡素で効率的な組織機構の実現      

① 新たな行政課題等に的確に対応できる組織体制の整備     

    再生可能エネルギーの導入促進などの新たな行政課題、多様化する県民ニーズ

など、直面する多くの県政課題に的確に対応できるよう、必要な組織体制を整備

する。 

【平成 25 年度の取組(計画)】 

◆ 短期アクションプランに掲げる施策の展開方向、現下の行政課題や新たな

政策課題に的確に対応するための組織体制のあり方を検討し、次年度の組織

体制を的確に構築 
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② 地域課題に的確に対応するための総合支庁の体制整備    

地域ごとの課題に的確に対応できるよう、次のような視点で検証を加え、総合

的な出先機関のあり方を検討していく。 

・総合支庁の担うべき行政機能のあり方 

・地域の実情に合った地域振興機能のあり方 

・管内の状況に応じた効果的・効率的な機能・配置のあり方 

【平成 25 年度の取組(計画)】 

◆ 庁内に検証・検討のための組織を設置し、市町村等関係者からの意見を聴

取しながら検証を加え、総合的な出先機関のあり方を検討

③ 必要な県民サービスを確保していくための組織体制や組織運営のあり方の検討    

社会経済情勢の変化等を踏まえた検証を行いながら、必要な県民サービスを確保

していくための組織体制や組織運営のあり方を検討し、見直しを行う。 

【平成 25 年度の取組(計画)】 

◆ 出先機関について、「見直し方針」に基づく見直しを着実に推進 

◆ 公の施設について、県が保有する必要があるか否かを検証するとともに、

指定管理者制度の適切な運用及び導入を検討 

◆ 現業業務について、県行政が担うべき役割や県民サービスの確保に留意し

ながら、業務及びその執行体制のあり方について検討を実施 

④ 効率的な事務処理体制を目指した不断の見直し    

事務事業の見直しなどを進め、効率的な事務処理体制を目指した不断の見直し

を行う。 

【平成 25 年度の取組(計画)】 

    ◆県機関内に事務局がある任意団体や審議会等についての見直しの推進 

（４）行政事務の簡素・効率化の推進と県民の利便性の向上  

① 事務作業の見直し     

業務全般にわたるきめ細かな改善を進めるとともに、「無駄を省く」という意識

のもと、職員が勤務時間内に業務が終了するよう、資料作成や調査業務などの見直

しを行うとともに、事務の厳選を行うなど、事務作業を見直す。 

【平成 25 年度の取組(計画)】 

◆ 昨年度“活き活き職場づくり”運動として各部局が自主的に実施した取組

みの周知及び優良事例の全庁的な活用を実施 

② 事務手続きの簡素化    

県への申請書類の簡素化や電子申請システムの利用促進を図ることで、県民の

利便性向上に努める。 

【平成 25 年度の取組(計画)】 

◆ 県への申請書類の簡素化の推進 

◆ 電子申請システムを活用した県及び市町村の行政手続きの拡大に向けた働

きかけ
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③ 情報システムの全体最適化等     

山形県情報システム全体最適化計画（第３次）に基づき、情報システム間での 

ハードウェアやソフトウェア等の共用やデータ連携を進め、システム開発・運用コ

ストの適正化や業務の効率化を図るとともに、災害発生時における耐障害性等を考

慮して、クラウドサービスや外部データセンターの活用についても検討し、最適な

システム構築を行う。 

また、業務再構築を伴う大規模システム開発については、部局長等で構成する事

務効率化推進委員会において、その妥当性を検討する。

【平成 25 年度の取組(計画)】 

◆ ハードウェアやソフトウェアの共通利用等による効率的なシステム運用 

◆ ＩＴ環境の変化に対応した、情報システムに係る構築ルールの適切な整

備・見直しの実施 

◆ 情報システムの運用や再開発にあたっての適切な評価、改善プロセスの 

確立 

④ 公共事業支援統合情報システム（CALS/EC）の推進    

公共事業に関する情報を電子化し、共有・連携することにより、積算、入札・閲

覧、発注、支出の一連の業務における事務の効率化を図るとともに、システムの更

新、部分改修を行いながら、利便性の向上、維持管理の効率化を進める。 

【平成 25 年度の取組(計画)】 

◆ 電子入札システム（H24.12～新システム移行）の運用 

◆ 電子納品の運用拡充 

◆ 山形県建設事業情報総合管理システムの再構築に係る詳細設計及び開発業

務の実施 

（５）危機管理体制の強化  

① 県の業務継続計画（ＢＣＰ）の策定等   

    県の業務継続計画（ＢＣＰ）を策定し、業務手順等の見直しを進める。 

    また、東日本大震災の発生を受けた国の「地方公共団体におけるＩＣＴ部門の

業務継続計画（ＢＣＰ）策定に関するガイドライン（総務省、平成 20 年 8 月）」

の改定を参考に、所管課で運用している業務システム等に係るＢＣＰの策定等を

検討する。 

【平成 25 年度の取組(計画)】 

◆ 県内で大規模地震が発生した場合の被害想定を行い、災害応急対策や通常

業務を継続するために必要な資源配分などについて検討 

◆ ＩＣＴ部門の業務継続計画（ＩＣＴ-ＢＣＰ）について、県の業務システム

所管課が策定する際の手引きとなるガイドラインの作成 
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② 危機管理力の向上    

危機管理能力を備えた人材の育成・活用を行うとともに、実効性のある訓練を

実施するなど、危機管理力の向上を進める。 

【平成 25 年度の取組(計画)】 

◆ 年度当初に県職員向けに 4 地域で危機管理担当者研修会を実施するほか、

外部有識者を招いてのセミナーを実施 

◆ 危機管理確認週間の設定等による各所属におけるマニュアルの実効性の点

検と初動体制の確認並びに所管課における訓練実施の推進 

◆ 階層別の職員研修において危機管理についての研修を実施 

  《目標指標》 

○危機管理マニュアル訓練実施率 55%（平成 23 年度） → 100%（平成 28 年度） 

２ 持続可能な財政基盤の確立 

（１）歳入の確保    

① 県税収入の確保    

県税収入を確実に確保するため、市町村との連携を強化するとともに、滞納整理

を厳正に執行する。一方、クレジット収納の導入等、納税者の利便性向上をさらに

推進する。 

○ 市町村との連携強化 

特に収入未済額の多い個人県民税の収入確保に向け、市町村と連携した取組み

を強化する。 

【平成 25 年度の取組(計画)】 

◆ 給与所得者に係る個人住民税の特別徴収の完全実施に向けたアクションプ

ランに基づく特別徴収の徹底への取組み 

○ 滞納整理の強化 

【平成 25 年度の取組(計画)】 

◆ 徴収職員のスキルアップのためのレベル別、コース別の研修会の実施や共

同催告などによる市町村との連携強化 

◆ タイヤロックやインターネット公売等による厳正な滞納処分の実施 

○ 納税環境の整備 

【平成 25 年度の取組(計画)】 

◆ クレジット収納の広報をはじめ、自動車税の納期内納付率向上に向けた啓

発活動の実施 

  《目標指標》 

○徴収率  

◇ 現年課税分 99.3%（平成 23 年度） → 99.5%（平成 28 年度）

   ◇ 滞納繰越分を含めた現滞計 97.0%（平成 23 年度） → 97.5%（平成 28 年度） 

   ○特別徴収の完全実施 

   ◇ 個人住民税特別徴収完全実施に取り組む市町村数 

９市町村（平成 24 年度） → 全 35 市町村（平成 26 年度） 

◇ 県内市町村の特別徴収実施率（人員ベース） 

74.7％（平成 24 年度） → 85.0％（平成 26 年度） 

（特別徴収に係る納税義務者数 ／ 市町村民税の納税義務者数（給与所得者）） 
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② 未収金対策の推進    

山形県未収金対策本部が中心となって、未収金対策の総括的な進行管理を行い、

未収金発生の未然防止と発生直後の早期回収に努めるとともに、回収の可能性に応

じた具体的な取組みを推進する。 

また、担当職員の職務遂行能力の向上に取り組むとともに、状況に応じ、債権回

収会社や弁護士等の活用を図る。 

【平成 25 年度の取組(計画)】 

◆ 債権管理所管課の自立した債権管理の促進 

◆ 適正な債権管理事務を一層浸透させるための弁護士による法律相談の実施 

◆ 債権管理マニュアルの随時更新及び債権管理所管課へのヒアリングの実施

③ 受益者負担の適正化   

行政サービスに対する受益者負担の適正化の観点から、使用料・手数料について、

毎年度検証のうえ、適正な見直しを行う。 

【平成 25 年度の取組(計画)】 

◆ 「山形県財政の中期展望」に示す財源不足額への対応等のため、平成２６

年度予算編成において、使用料及び手数料の見直しを実施 

④ 多様な財源の確保  

ふるさと納税制度の活用や社会貢献基金への寄附の促進を図るなど、収入を確保

するための多様な方策を推進する。 

【平成 25 年度の取組(計画)】 

◆ 首都圏等の県外における計画的な制度周知及びリピーターづくりによる寄

附受入の増（ふるさと納税） 

◆ 企業や各種団体への訪問による制度説明など積極的な周知・広報（やまが

た社会貢献基金） 

◆ 県有施設への自動販売機設置に係る入札の拡大

◆ 「山形県財政の中期展望」に示す財源不足額への対応等のため、平成 26 年

度予算編成において、基金や特別会計資金の有効活用を検討 

◆ ネーミングライツスポンサーの募集について、随時、提案や相談を受け付

けるとともに、集中的に応募を呼び掛ける期間の設定を検討 

◆ 中山公園野球場（山形県野球場）に係るネーミングライツについて、３期 

目（H26.4.1～）のスポンサー企業の募集・決定 

  《目標指標》  

○未収金残高の減少 

（未収金残高 平成 23 年度実績 45 億 3 千万円 → 平成 24 年度見込み 44 億４千万円）  

※毎年度の目標については、山形県未収金対策本部で決定

○ふるさと納税額  5,634 千円（平成 23 年度） → 10,000 千円（平成 28 年度） 

○やまがた社会貢献基金への寄附金額（累計）  

215 百万円（平成 23 年度） → 315 百万円（平成 28 年度）（再掲） 
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（２）歳出の見直し  

① 徹底した歳出の見直しと一層の選択と集中 

◎ 事務事業の見直し・改善     

コスト意識を持ち、成果を重視する業務を遂行するため、部局長マネジメント

のもと、事務事業の徹底した見直し・改善を行い、メリハリのある予算編成を推

進する。 

【平成 25 年度の取組(計画)】 

◆ 部局長の総合的なマネジメントのもと、事務事業の見直し・改善の取組み

を推進 

◆ 「山形県財政の中期展望」に示す財源不足額への対応や施策の重点化を図

るため、平成 26 年度予算編成において、事務事業の見直し・改善を実施 

◎ 行政経費の節減、事務の効率化の徹底   

職員一人ひとりのコスト意識を徹底し、組織をあげて行政経費の節減、事務の

効率化に取り組む。 

【平成 25 年度の取組(計画)】 

◆ 過年度の実績や電力需給状況等を勘案しつつ、環境保全率先実行計画に基

づき引き続き職員研修や夏季・冬季のエコオフィス運動等により省エネル 

ギー・省資源化を推進 

◆ 昨年度“活き活き職場づくり”運動として各部局が自主的に実施した取組

みの周知及び優良事例の全庁的な活用を実施 

  《目標指標》  

○県の光熱水費の節減に向けた取組み（平成 27 年度における平成 21 年度比の使用量削減目標） 

 電気▲6.0％、ガソリン▲6.0％、灯油▲6.0％、重油▲6.0％、水道▲10.0％、用紙類▲8.0％ 

② 総人件費の抑制   

◎ 適正な定員管理 

知事部局一般会計の職員数については、この 16 年間で 1,096 人(約 20%)の削

減を行ってきたが、行財政改革にたゆむことなく取り組む観点から、平成 29 年

度までの４年間で４％の削減を行う。その上で、東日本大震災発生により顕在

化した行政課題や今後の山形県の発展を担う新たなアクションプランに掲げる

重要施策など、新たな行政需要のうち、その必要性を厳選のうえ対応が必要な

業務に対し、上記削減により生み出した人員を配置する。 

◎ 適正な給与管理 

人事委員会勧告を基本に、国や他県との均衡も考慮しながら適正な制度運用

に努める。 
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【平成 25 年度の取組(計画)】 

◆ 仕事と組織の見直しにより職員数削減を行うとともに、新たな行政需要へ

の対応として必要な業務に対しては削減により生み出した人員を配置するな

ど、適正な定員管理を実施 

   《目標指標》 

○知事部局一般会計の職員数 

平成 29 年度までの４年間で４％の削減 

その上で、震災対策やエネルギー対策など新たな行政需要のうち、その必要性を厳選のうえ対応

が必要な業務に対し、削減により生み出した人員を配置 

（３）健全な財政運営    

① 財政の中期展望の作成     

毎年度の当初予算案決定時において、一般会計収支の中期的な見通しを試算し、

財源不足額の解消のための対策検討の指針とする。 

【平成 25 年度の取組(計画)】 

◆ 平成 26 年度当初予算案決定時に向けて、一般会計収支の中長期的な見通し

を試算し、財源不足額の解消のための対策検討の指針である「山形県財政の

中期展望」を作成 

② 調整基金取崩しの抑制と県債残高の減少     

調整基金の取崩しの抑制に努めるとともに、臨時財政対策債と補正予算債を除い

た県債残高の減少を図る。 

臨時財政対策債に頼らない地方交付税制度の運営を国に強く求めていく。 

【平成 25 年度の取組(計画)】 

◆ 調整基金の取崩しの抑制に努めるとともに、臨時財政対策債と補正予算債

を除いた県が実質的に将来負担することとなる県債残高の減少を着実に推進 

◆ 法定率の引き上げや国の一般会計からの加算等、適切な財源対策による臨

時財政対策債に頼らない地方交付税制度の運営を「国の施策等に対する提案」

等を通じて、国に提案 

③ 将来の税収増・歳出減につながる施策の推進     

緊縮財政だけでは将来の財源が確保できないことから、将来の税収増又は歳出減

につながる施策の推進に向け、「これからの県政運営の基本的考え方」を踏まえつ

つ、事務事業の見直し・改善等を通じた一層の事業の選択と集中を図る。 

【平成 25 年度の取組(計画)】 

◆ 平成 26 年度予算編成において、第３次山形県総合発展計画短期アクション

プラン（平成 25 年度～28 年度）を踏まえつつ、将来の税収増や歳出減につな

がる事業については、優先的な予算配分を検討するなど、事務事業の見直し・

改善等を通じて一層の事業の選択と集中を推進

  《目標指標》 

○臨時財政対策債と補正予算債を除いた県債残高の減少 
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（４）県有財産の総合的な管理・活用の推進      

① 県有施設の長寿命化と維持管理コストの低減    

県有施設（インフラ資産を含む）については、計画的な修繕・改修により長寿命

化を図るとともに、維持管理コストの縮減を進める。なお、庁舎の設備の改修及び

機器の更新にあたっては、省エネルギーや環境に配慮した整備を推進する。 

【平成 25 年度の取組(計画)】 

◆ 全庁的な推進体制の整備及び県有財産の総合管理基本方針策定に向けた 

検討

◆ 長寿命化対策の推進 

・農業水利施設：計画策定（44 施設）、対策工事（92 施設）の実施 

・漁港施設：計画策定（１施設）、対策工事（１施設）の実施 

・橋梁：点検(337 橋)、計画策定(319 橋)、対策工事(172 橋)の実施 

・舗装：路面性状調査及び予防保全型補修工事(クラック注入、薄層舗装等)

の実施 

・トンネル：対策工事（27 本、約 13km）の実施 

・都市公園施設：対策工事（1公園）の実施 

・下水道施設：対策工事（4 処理区）の実施 

・河川管理施設：長寿命化計画に基づく補修・更新の実施 

・砂防関係施設：補修等の実施（7 施設） 

・港湾施設：対象工事(6 施設)の実施、定期点検(22 施設)、計画策定(18 施設） 

・空港施設：山形空港、庄内空港の長寿命化計画策定 

◆ 県営住宅 11 団地について、次の内容の改善工事等を実施 

・給水管更生（3 団地）、屋根葺替（5 団地）、外壁改修（2 団地）、建替え（1

団地） 

② 県有財産の有効活用   

県有財産を有効に活用するため、遊休施設や庁舎の空きスペース、敷地の民間

等への貸付や転用などを進める。 

【平成 25 年度の取組(計画)】 

◆ 全庁的な推進体制の整備及び県有財産の総合管理基本方針策定に向けた 

検討 

◆ 庁舎の空きスペース等の状況把握及び有効活用方策の検討 

③ 県有財産の総量縮小    

未利用土地の売却を進めるとともに、県有施設について、利用状況、管理経費、

建物性能等の評価（アセスメント）を行い、計画的に施設の売却、転用等を進め、

県有財産の総量縮小に努める。

   【平成 25 年度の取組(計画)】 

◆ 全庁的な推進体制の整備及び県有財産の総合管理基本方針策定に向けた 

検討 
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◆ 未利用土地の早期売却の促進 

  《目標指標》  

○橋梁長寿命化計画における対策進捗率 42.0％（平成 24 年度） → 80％（平成 28 年度） 

○県有財産の売却、有効活用による歳入 ２億円/年   

（５）企業会計における経営改善の推進  

① 企業局における経営改善の推進    

山形県企業局中期経営計画及び平成 27 年度以降の次期計画に基づき、経営基盤

の強化を図る。 

【平成 25 年度の取組(計画)】 

◆ 安全・安心なサービスの安定供給 

・耐震化対策の推進 

◆ 再生可能エネルギーによる発電量の増大 

・神室発電所建設事業の推進 

・新規水力発電所の建設に向けた取組み 

・風力発電所の建設に向けた取組み 

・大規模太陽光発電所建設事業の推進 

・企業局施設への再生可能エネルギーの導入 

② 病院事業局における経営改善の推進    

山形県病院事業中期経営計画及び平成 27 年度以降の次期計画に基づき、経営基

盤の強化を図る。 

【平成 25 年度の取組(計画)】 

    ◆ 病院事業の経営基盤の充実強化に向けた各取組みを推進するため、ＰＤＣ

Ａサイクルによる進行管理をＢＳＣの手法により実施 

◆ 診療業務の安全性向上と経営の効率化を図るため、新庄病院に電子カルテ

を導入（H25.12 予定） 

◆ 適切な診療報酬請求等のため、診療情報分析に係る専門的知識を有する診

療情報 管理士を計画的に配置（中央病院に 1 名配置） 

◆ 新たに弁護士事務所を活用した効果的な未収金収納業務の実施 

◆ 未利用・低利用の公舎等遊休資産の処分促進 

◆ 医療クラークの拡充（中央病院に 10 名配置）による診療報酬の増額 

  《目標指標》 

○企業局全体の経常収支 黒字の継続 

○県立病院全体の経常収支 黒字の継続 
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（６）公社等の見直し   

 ① 「公社等見直し計画」の着実な実施 

公社等に関する指導指針に基づき、「公社等見直し計画」を毎年度作成のうえ、

県ホームページで公表し、公社等の将来的な方向性（廃止又は存続）に沿った運営

管理の適正化に取り組む。 

【平成 25 年度の取組(計画)】 

    ◆ 取組み実績の確認及び見直し計画の更新等、各部局における進行管理を 

徹底 

② 不断の見直し 

「公社等見直し計画」については、社会経済情勢の変化に応じて、廃止の予定時

期や経営の効率化等に向けた取組内容、さらには公社等の将来的な方向性も含め見

直しを行う。

【平成 25 年度の取組(計画)】 

    ◆ 各部局における不断の見直しを推進 

③ 公社等に関する指導等

公社等に関する指導指針に基づき、外部の有識者からなる山形県行政支出点検・

行政改革推進委員会から、「公社等見直し計画」の評価、意見を受ける。 

【平成 25 年度の取組(計画)】 

    ◆ 「山形県行政支出点検・行政改革推進委員会」による評価等を踏まえ、出

資目的に立った見直しを推進 


